令和６年度　事前評価点検表（内部評価）
１ 事業概要
	事業名
	府立高等学校再編整備事業

	担当部署
	教育庁教育振興室高校改革課

	事業箇所
	東大阪市西鴻池町二丁目５番33号

	事業目的
	「府立高等学校再編整備計画（令和５年度から令和９年度）」に基づき、令和５年度実施対象校である布施工科高校と城東工科高校を統合整備し、城東工科高校の校地校舎において、新校「大阪府立東大阪みらい工科高校」を開校する。

	事業内容
	敷地面積　35,337㎡
総延床面積　未定
本体校舎（鉄筋コンクリート造　３階建て）

	事業費
	全体事業費：約7.2億円

（内訳）設計費等　　　　約 0.5億円

　　　　　工事費　　　　　約 6.7億円

	
	【事業費の積算根拠】
工事費概算書及び過去の学校整備事業費による。
	【工事費の内訳】

増築工事　　　　約6.6億円
撤去工事　　　　約0.1億円

	事業費の変動要因
	物価高騰により、事業費が上振れする可能性あり。

	関連事業
	　　　


２ 事業の必要性等に関する視点
	上位計画等に

おける位置付け
	「府立高等学校再編整備計画（令和５年度から令和９年度）令和５年３月策定

	優先度
	工業系高校は大阪の産業界の人材確保に大きく貢献しており、府内公立中学校卒業者数の減少するなか、いかにして技術を習得した生徒を産業界に輩出するかが課題となっていることから、事業の優先度は高い。


「府立高等学校再編整備計画（令和５年度から令和９年度）」において、大阪府学校教育審議会答申「今後の工業系高等学校のあり方について（令和４年 11 月 28 日）」を踏まえ、中学校卒業者数減少期における適正な規模や配置の検討を行い、リソースを集中させることで、引き続き大阪の産業界を支える人材や、社会インフラを支える人材の輩出拠点となるよう取組みの充実を図ることとした。また、同答申の今後の工業教育に求められるものについて、「工業系高等学校は就職だけではないというメッセージを可視化するために、工業系高等学校の教育内容の充実の一つのメニューとして、工学系大学進学専科を拡充することを検討する必要がある。加えて、高等学校に入学する15歳では将来の進路を固められていない中学生が殆どであるという現状から、総合募集で入学した生徒に対しても、柔軟な科目選択により就職だけではなく大学進学にも対応できるように教育内容を充実させることが必要」と提言された。
	
	

	地元の協力体制等
	今後、必要に応じて周辺住民に対して事業内容の周知を行う。

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	府立高等学校の整備に係る投資効果を分析する手法は確立されていない。

	事業効果の

定性的分析

（安全・安心、活力、
快適性等の有効性）
	【効果項目】
〈安全・安心〉
学校として必要な耐震性を備えた安全・安心な建築構造

〈活力〉
府内唯一である布施工科高校の建築設備系の学びや両校が進めてきた特色ある取組みを発展させる形で統合して新しい学校を設置することで、教育内容の充実を図る。また、工業系高等学校は就職だけではないというメッセージを可視化するために、工業系高等学校の教育内容の充実の一つのメニューとして、工学系大学進学専科を拡充することをめざす。
〈快適性〉
　実習室への空調設備の設置や、福祉のまちづくり条例に適応したバリアフリーの施設づくり等により、生徒・教員等の快適性の向上
【受益者】
　府民


３ 事業の進捗の見込みの視点
	事業段階ごとの

進捗予定と効果
	【事業スケジュール】
令和６年度　　基本計画
令和７年度　　基本設計

令和７～８年度　　実施設計

令和８～９年度　　校舎建設工事
令和10年度　　供用開始予定　


	完成予定年度
	令和10年度


４ コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
	代替手法との

比較検討
	東大阪市内にある布施工科高校と城東工科高校を統合整備し、両校の特色ある取組みを継承発展した新工業系高校の設置について、布施工科の建築設備系は府内唯一の学びのため、城東工科の既存の実習設備では学びを継承することはできない。

引き続き布施工科の校地を用いて実習を行う場合、実習場所が２箇所に分散されることとなり、新たなランニングコスト等も発生するため、城東工科校地の新校に建築設備系の実習設備を整備することが最も費用対効果が高い。



５ 特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	自然環境への影響は特にないが、「大阪府自然環境保全条例」に基づく緑化計画、「府有建築物の整備における環境配慮指針」に基づいた環境配慮を行う。

	その他特記事項
	　　　　


６ 評価結果
	評価結果
	○事業実施
＜判断の理由＞

府立高等学校再編整備計画（令和５年度から令和９年度）」に基づき、布施工科高校と城東工科高校を統合整備し、城東工科高校の校地校舎において、新校「大阪府立東大阪みらい工科高校」を開校する必要がある。
以上の理由から、事業を実施する。


